
評価調査結果要約表
１．案件の概要
国名：ベトナム 案件名：ハノイ農業大学強化計画
分野：農業一般 援助形態：技術協力プロジェクト
所轄部署：農業開発協力部農業技術協力課 協力金額：7.78億円
協力
期間

1998年9月1日～03年8月31日 先方関係機関：教育訓練省ハノイ農業大学
日本側協力機関：文部科学省

他の関連協力：
１－１ 協力の背景
ベトナムにおける農業は、GDPの約28％、就業人口の約73％を占める基幹産業であり、農業生産の動向は国内経済を
左右する重要な要素となっている。ベトナム政府は1986年よりドイモイ（刷新）政策を実施しており、農業分野にお
いても市場経済に則った農業政策の立案・運営、近代農業に必要な技術の研究・開発、さらに農家の指導にあたる人
材の育成が急務となっている。また、ベトナム政府は社会経済開発計画（96～00年）において、大学教育の質を向上
させることを重点政策と位置づけている。また、ハノイ農業大学は、56年の創立以来、農業農村開発省や国立農業試
験研究機関等に多くの卒業生を送り出しており、ベトナムにおける農業高等教育の中核となってきたが、共産圏諸国
の支援が得られなくなったことから大学としての機能と能力が疲弊していた。こうした状況の下、ベトナム政府は、
同大学の教育・研究の強化を計画し、教育、研究及び組織運営の近代的な知識・技術の移転と実験機材の充実を目的
として、我が国にプロジェクト方式技術協力を要請した。
 
１－２ 協力内容
ハノイ農業大学の教育・研究の質の向上を目的に、農学部、土地水資源管理学部、経済・農村開発学部の3学部に対
して、教官への技術指導、シラバス等の改善助言、施設整備等の協力活動を行う。
（１）上位目標
ハノイ農業大学全学部の教育・研究の質が向上する。
（２）プロジェクト目標
ハノイ農業大学3学部（農学部、土地水資源管理学部、経済・農村開発学部）の教育・研究の質が向上する。
（３）成果
1）研究の質が向上する。
2）教育の質が向上する。
3）機材・設備が、研究・教育の質の向上のために、適切に据付・利用・維持管理される。
（４）投入
日本側：
長期専門家派遣 9名 機材供与 2.20億円
短期専門家派遣 30名 ローカルコスト負担 1.00億円
研修員受入 23名
相手国側：
カウンターパート配置 67名
土地・施設提供
ローカルコスト負担 0.60億円
 
２．評価調査団の概要
調査者 総括 ：北林 春美 JICA農業協力開発部農業技術協力課課長

教育行政：植村 正樹 文部科学省大臣官房国際課国際協力政策室
研究教育：松本 哲男 名古屋大学農学部国際協力研究センター教授
計画評価：高田 浩幸 JICA農業協力開発部農業技術協力課
評価分析：十津川 淳 (有)アイエムジー

調査期間 2003年3月3日～3月15日 評価種類：終了時評価
３．評価結果の概要
３－１ 実績の確認
対象3学部の研究の質的向上に関し、プロジェクト期間中にリサーチペーパーの発行部数及び研究論文、調査報告書
等の発表数が増え、博士号・修士号取得者数が増加した。また、供与された機材を有効に活用し、5種類の実験マ
ニュアルが土地・水資源管理学部において作成され、協力対象3学部において合計17のシラバス（授業概要）に対し
て改訂助言がなされた。
 
３－２ 評価結果の要約
（１）妥当性
プロジェクト目標は、教育訓練省が掲げる教育政策（教育訓練開発戦略：01～10年）の5つの柱のうち、カリキュラ
ムや教育手法の改善、および教育者の質的・量的向上といった2つの柱を直接的に支援するものとなっている。ま
た、農業農村開発省が掲げる農業政策（農業農村開発5ヵ年計画：01～05年）とも合致しており、妥当性は高いと判
断される。
（２）有効性
研究の質を測定することは困難であるが、前述のとおり対象3学部のリサーチペーパーの発行数が増加傾向を示して
おり、科学技術省の研究助成をはじめとする外部機関からの委託調査研究が増加したなど、経年変化を見定めること



ができた。これらのデータから、期待された成果はほぼ達成されたと判断できる。一方、実験室・実験圃場の整備等
により、実験を伴う授業が増加したことで教育の質が向上したと考えられる。以上のことから、プロジェクト目標は
達成されたと判断される。
（３）効率性
投入は概ね計画通りに実施され、効率的であったと判断される。プロジェクト開始時に農学分野の長期専門家の派遣
の遅れや土地・水資源分野の専門家が4年目以降派遣されなかったことなどがあったが、短期専門家の派遣等で対応
しており、成果の達成には大きな影響を与えなかった。
（４）インパクト
上位目標「ハノイ農業大学全学部の教育・研究の質が向上する」の達成につながる指標としては、中央実験室及びコ
ンピュータ室の他学部による利用など、大学内学部間の交流が以前に比べて増加していることが確認できた。また、
その他の正のインパクトとして、大学の評判が内外で高まり、教育訓練省のカリキュラム改善のモデル学部（農学
部、土地水資源管理学部、獣医学部）として指定されるとともに、入学志願者数も増加した。
（５）自立発展性
政策面では、本プロジェクトが目指している上位目標は、ベトナムの教育政策、農業政策と合致しており、今後の自
立発展性に問題はないと考えられる。
技術面では、本プロジェクトにおいて技術移転された内容はカウンターパートに十分理解されているとともに、日本
で研修を受けたカウンターパートのほぼ全員がハノイ農業大学に残り研究、教育を継続している。このことから、本
プロジェクトで移転された技術は終了後も持続的に発展、普及していくものと考えられ、自立発展性は高い。
組織面では、学生数の増加に伴う授業数の増加によりカウンターパートが多忙を極めており、労働環境が改善されな
い限り、カウンターパートが研究のための時間を取ることがより困難になっていくと予想される。
財政面では、委託研究費、授業料などの各種歳入が増えており、学長も大学としての予算確保の意向を示している
が、本プロジェクトで供与した機材を恒常的に利用するためには相応に高額の維持管理費が必要であり、楽観するこ
とはできない状況である。
 
３－３ 効果発現に貢献した要因
（１）計画内容に関すること
日本で研修を受けた者を含めカウンターパートの定着率が高かったため、プロジェクト目標の効果が発現した。
（２）実施プロセスに関すること
長期専門家によって指導できない領域を複数の短期専門家が担当したことが、本プロジェクトの効果発現に大きく貢
献した。また、短期専門家を複数回に渡り派遣したことによって、カウンターパートとのコミュニケーションが容易
となり、より効率的な技術移転が達成された。
 
３－４ 問題点及び問題を惹起した要因
（１）計画内容に関すること
当初計画していた3つの成果のうち、教育の質の向上のためのカリキュラムの改善は、政府教育訓練省による決定事
項であり、プロジェクトの関与が困難であることがプロジェクト開始後判明したため、活動目標を各科目のシラバス
の改善に変更せざるを得なかった。
（２）実施プロセスに関すること
カウンターパートの多くは大学内外で多忙を極めているため、日本人専門家から技術移転を受けるにあたって、指導
が断片的になるなど非効率な部分があった。
 
３－５ 結論
本プロジェクトは、効率的な人材、資機材の投入及び計画された活動を通して、3学部における研究と教育能力の改
善というプロジェクト目標はほぼ達成されたと考えられる。また、政策面、技術面、財政面での自立発展性も高いと
考えられる。
 
３－６ 提言（当該プロジェクトに関する具体的な措置、提案、助言）
（１）農学部における研究活動の結果、高収量及び白葉枯れ耐性を持つ稲の系統が選別されており、同系統は現在、
新品種としての登録のための評価の段階にある。同品種を登録し、普及するため、適用可能性の高い形で研究を完
成させることが必要であることから、農業分野専門家によるフォローアップ派遣を行うべきである。
（２）本プロジェクトにより整備された実験室における廃棄物管理は、必ずしも十分ではなく、未処理廃棄物の堆積
による環境汚染が将来的に懸念されるため、施設や実験手順などへの予防的措置を実施すべきである。
（３）本プロジェクトに供与された気象観測施設は、数年後に耐用年数が終了する予定であるが、有意な気象データ
は簡易な気象観測装置で得ることができるため、現在の施設が耐用年数を迎える前に、ハノイ農業大学による代替
の気象観測機器の設置を行うべきである。

 
３－７ 教訓（他の類似プロジェクトの発掘・形成、実施、運営管理に参考となる事柄）
本プロジェクトの特徴として、プロジェクト支援母体である九州大学、山口大学、佐賀大学、宮崎大学、鹿児島大
学、琉球大学によって形成されているコンソーシアムからの支援が挙げられる。プロジェクトの効果の自立発展性を
高めるため、日本国内の大学による支援を進めるべきである。
 
３－８ フォローアップ状況
上記提言３－５（１）で記されたとおり、農学分野に対するフォローアップが、長期専門家1名の1年延長（03年9月
～04年8月まで）によって実施される予定である。
 



 


